
中央区健康福祉課

１．事業者の概要

２.指定管理者申請
　　　　　　の理由

【平成２４年度収支計画】

代表者　　                  理事長　高橋　秀松
設立年月日　　            昭和3年3月1日
指定管理者所在地　    新潟市西区西有明町1番3号
施設所在地　　　　　　   新潟市中央区白山浦2丁目180番地3
実施事業　　　             信楽園病院
　　　　　　　　　             特別養護老人ホーム有明園
　　　　　　　　               介護老人保健施設あかつか苑　　他

【平成２４年度収支計画】

【利用者等の要望の把握と業務への反映方法及び苦情への対応方法】

　利用者等からの意見や要望を把握するため，意見箱の設置や定期的なアンケート調査を実施
し，その結果を真摯に受け止め今後の業務改善に活かしていきます。
　また苦情があった場合は，苦情受付責任者（担当者）が誠意を尽くして対応し，円滑・円満な解
決に努めると共に「苦情受付書」に速やかに報告（記載）し，内容や対策について全職員に周知
していきます。
「相談・苦情等対応マニュアル」あり。

　当社会事業協会は昭和３年から現在に至るまで，各種の福祉施設の設置経営と，総合的な福
祉事業の実施を通して，長年にわたり市行政の福祉推進の一翼を担うと共に，民間福祉先駆的
機能と役割を果たしてきました。その実績に於いてデイサービスセンター鏡淵は，介護保険が始
まる平成９年８月から，新潟市中央区の高齢者の在宅福祉サービスの拠点として新潟市から運
営を委託されてきました。それから１４年間，更なる実績と経験豊富な職員が行うきめ細かな各
種サービスにより，利用者・地域の方々から厚い信頼を受け今日まで運営を続けてきました。
培った経験により，今後も充分にその信頼に応える事が出来るものと考えております。
　以上のことから，老人デイサービスセンター鏡淵の管理運営について，当社会事業協会で実
施いたしたく申請いたします。

代表者　　      　　　　 支部事業担当理事　上村　朝輝
設立年月日　　　　　　 昭和27年5月22日
指定管理者所在地　  新潟市西区寺地280番地7
施設所在地　　　　　　 新潟市中央区早川町3丁目3244番地
実施事業　　　　　　　　済生会新潟第二病院
　　　　　　　　　　　　　　特別養護老人ホーム康和園
　　　　　　　　  　　　　　三条病院　　他

新潟市老人デイサービスセンター（中央区）　指定管理者事業計画総括表（H24.4～H27.3）

３．事業計画

【収入】
　介護報酬等　　　　　　　　79,702千円
　その他収入　　　　　　　　　　170千円

計 79 872千円

項目

　新潟県済生会は，新潟市の新潟島地域の在宅老人福祉サービスの強化・充実政策の一環とし
て，デイサービスセンター早川町の運営を委託され，平成６年１０月より事業を開始いたしました。
そして平成１２年４月の介護保険施行により介護保険認可施設となり，平成１８年４月１日，新潟
市より指定管理者の指定を受け現在に至っております。
　今回の指定管理者申請の理由は，１７年間の施設運営実績と経験豊富な職員を多数有し，こ
れまで培った地域や利用者の皆様との信頼関係を糧に，今後も要望や状況を十分把握したうえ
で運営管理を行うことができるものと考えております。
　以上のことから，デイサービスセンター早川町の運営管理について，新潟県済生会で実施致し
たく申請いたします。

社会福祉法人　恩賜財団済生会支部新潟県済生会

【環境に配慮した取組】
　日常的に節電や節水を心がけており，不必要な照明や空調の使用停止及び空調設定温度２８
度を実施しています。ゴミ分別の徹底，コピー用紙の再利用，アイドリングストップ，環境に優しい
商品（物品）の使用を行います。

【運営の理念及び方針】
　要介護状態になった場合においても，その利用者が可能な限りその居宅において，その有す
る能力に応じ自立した日常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより，利用者の社会的孤立
及び心身の機能並びに利用者の家族の身体的及び精神的負担の軽減を図ることを目的としま
す。

【利用者の家族，関係機関及び地域との連携】
　常に介護者との連絡を心がけ利用者の状況把握に努め，適切な対応とサービスが実施できる
よう配慮します。事故発生や異常時は速やかに家族に連絡を行います。また，サービス担当者会
議や地区連絡会議等の参加を可能な限り行い他機関（医療・保険・福祉等）との連携にも心が
け，より良い在宅サービス援助に結び付けられるよう努めます。

社会福祉法人　新潟市社会事業協会

老人デイサービスセンター早川町

【環境に配慮した取組】
　温度・湿度のこまめな管理を行い，節電に努めています。冬場の暖房は，安い夜間電力の蓄
熱式床暖房のみでまかなっています。
　ゴミの分別やリサイクル（古布・新聞）に心掛け，日頃からゴミの減量に努めていきます。

老人デイサービスセンター鏡淵

【運営の理念及び方針】
　地域高齢者在宅福祉サービスの中核的役割がはたせるよう地域の求める支援に努め，介護を
必要とする高齢者並びにその家族に対し，明るく潤いのあるサービスを提供することにより，安心
と信頼感のもてる施設創りを目指します。
　また，老人福祉法及び介護保険法の精神に基づいて，可能な限り在宅における生活を念頭に
おいて，在宅の要介護老人及び介護者に対し，在宅生活に必要な日常生活上の介護及び機能
訓練を行うことにより，利用者の社会的な孤立感の解消及び心身の機能の維持並び介護者の日
常的負担の軽減をはかり，快適な在宅介護が継続できることを目的とします。

【利用者等の要望の把握と業務への反映方法及び苦情への対応方法】
　ご意見箱の設置や苦情要望受付窓口を設け，また利用時のご利用者様からの直接の苦情・要
望等の把握に努め，改善します。また年１回苦情解決委員会を開催し第三者委員を含め，苦情
要望内容及び対応改善方法を報告し意見や了承を得ています。
　「苦情解決実施要領及び苦情を処理するために講ずる措置の概要」あり。

【収入】
　介護報酬等　　　　　　　　7,7800千円
　その他収入　　　　　　　　　1,620千円

計 79 420千円

【利用者の家族，関係機関及び地域との連携】
　送迎時のコンタクト及び連絡帳の活用により，ご家族に対し日々施設における利用状況を報告
すると共に，自宅での様子の把握に努めていきます。また，家庭通信「ふれあい」を毎月発行し，
情報の提供に努めていきます。
　関係機関には，定期的に行われているカンファレンスに参加するだけでなく，状態の変化に応
じて迅速に対応し，連携を図っていきます。
　同町内会の婦人部より週３回のボランティア活動（整容・シーツ交換），行事のアトラクションへ
の協力をいただいています。施設２階にあるコミュニティーセンターとひまわりクラブとも文化祭
等交流を行い，地域との関わりを築いていきます。
　施設側からは，年２回の介護者教室や謝恩会の開催，地域の防災訓練への参加を通し連携を
より深める努力を続けていきます。

職種 人数 保有資格 勤務形態 職種 人数 保有資格 勤務形態

施設管理者 1 介護福祉士 常勤・兼務 施設管理者 1 介護福祉士 常勤・兼務

生活相談員 2
社会福祉士

社会福祉主事
常勤・兼務2人 生活相談員 3 社会福祉主事3人

常勤３人・
兼務1人

看護職員 2 看護師，准看護師 常勤・兼務2人 看護職員 3
看護師2人

准看護師1人
非常勤・兼務3人

介護職員 12
介護福祉士6人
ヘルパー2級6人

常勤9人・兼務2人
非常勤3人

介護職員 11
介護福祉士9人
ヘルパー2級2人

常勤8人・非常勤3人
兼務3人

機能訓練指導員 2 看護師，准看護師 常勤・兼務2人人 機能訓練指導員 3
看護師2人

准看護師1人
非常勤・兼務3人

５．施設の維持管理

６．衛生管理

８．個人情報の保護

４．人員計画

【支出】
　人件費　　　　　　　　　　　51,800千円
　事務費　　　　　　　　　　　11,911千円
　事業費　　　　　　　　　　　13,273千円
　その他　　　　　　　　　　　  2,888千円
　　　　　　　　　　　　　計　　79,872千円

　　　　　　　　　　　　　　計　79,872千円

【支出】
　人件費　　　　　　　　　　　 44,500千円
　事務費　　　　　　　　　　　 10,500千円
　事業費　　　　　　　　　　　   9,600千円
　その他　　　　　　　　　　　 14,820千円
　　　　　　　　　　　　　計　　 79,420千円

　ケース記録等，個人情報の記載されている書類等は，施錠可能な書庫に保管し，その廃棄にあ
たっては，適切に処分します。利用者またはその家族の個人情報に関して，業務上知りえた情報
は，在職中及び退職後にあっても，守秘義務を有することとします。
　また，情報システム及び記録媒体のデータ，コンピューターから出力した紙媒体の取扱につい
て，情報セキュリティ実施手順を基に適切に管理を行います。
　定期的に個人情報の保護に対する施設内研修の実施及び施設外研修参加を行い，個人情報
取扱及び事故防止対策への周知を図っていきます。
「個人情報保護方針及び目的」「情報セキュリティ実施手順」あり。

　施設の「個人情報取扱い規則」に基づき，職員に対して採用の契約書締結時に研修，また毎
年定期的に職員研修を実施して，個人情報保護法を遵守した適切な取扱い方法やデータの安
全管理に対しての教育を徹底していきます。,
　施設の「個人情報基本方針」「個人情報の使用について」を玄関先に掲示し，施設全体で取り
組んでいる姿勢を示していきます。

【職員配置】利用定員数：３０人

　施設設備等については，ご利用者の皆様が安心かつ，快適に過ごすことができるよう定期的な
点検及び検査を実施し，事故を未然に防ぐよう努めます。
　また，設備及び備品の点検や施設内の清掃をチェックリストに基づき日常的に実施しています。
・ボイラー点検　年２回　　・空調点検　年２回
・レジオネラ菌検査　年２回　　・害虫駆除　年２回　　・配管洗浄　年１回
・残留塩素測定　月４回　　・車両点検　年１回　　・植栽管理　年１回
・消防設備点検　年２回　　・入浴機器点検　年１回

　利用者に安全にご利用いただけるよう，施設設備の定期安全点検整備を徹底し，日頃から安
全確保に努めていきます。

【事故防止対策】
　事故発生防止委員会を定期的に開催し，起こった事件やヒヤリについて要因分析と対策を検
討し，リスク発生や影響を最小限にするためにマニュアルの見直しや，情報の共有を図っていき
ます。
　職員の意識向上やケア自体の技術向上を目指すために，定期的な職員研修を実施していま
す。また，常日頃から家族と良好な関係を構築する，緊急時の連絡網の作成等，様々な面から
安全管理の徹底を図っていきます。

【職員の資質向上の取組み】
　職員の資質向上のため，公的機関の実施する研修・済生会が実施する研修・他の施設研修等
に，業務に支障の無いかぎり積極的に職員を参加させます。
　また，定期的に施設内研修及び勉強会を実施し，職員の専門知識及び技術の向上に努めま
す。

【職員の資質向上の取組み】
　職員への資質向上を図るべく施設内研修（有明園と合同）を毎月実施し，その充実に努めると
共に，県内外の外部研修への参加を促し，専門知識や技術の向上に向けて積極的に取り組ん
でいきます。
　また，復命書の回覧や職員研修会に報告会も設け，参加した研修の情報の共有を図っていき
ます。

　　　　　　　　　　　　　計  79,420千円

７．緊急時対策

【災害対策】
　通所介護の利用提供中に，天災その他の災害が発生した場合，従業者は利用者の避難等適
切な措置を講じます。また，管理者は非常災害に備え，定期的に避難訓練を実施（年2回）し，日
常的に具体的な対処方法及び避難経路の確認，緊急連絡網の整備により協力機関等との連携
方法の確認を行い，災害時には避難等の指揮をとります。

【災害対策】
　年２回の避難訓練の実施と，年１回，地域との連携による地域防災訓練を実施していきます。
また，災害発生時における緊急連絡網を整備し，関係機関への連絡等，適切な対応を速やかに
行えるよう努めていきます。

　感染症マニュアルを基に日常的に備品消毒，清掃，手洗い等を実施しています。また，感染症
の拡大防止として対応物品の備蓄，リネン及び設備の汚染時は迅速な対応を実施しています。
適宜，職員間での勉強会を実施し利用者及び職員間での感染拡大防止のため周知徹底を図りま
す。
　給食業務は業務委託を実施。保健所及び管理栄養士の指導，研修会の参加を行い食品衛生
管理を徹底します。また，月１回，委託業者と担当者会議を開催し迅速な対応が図れるよう情報
交換を行います。年２回，厨房室内の消毒及び害虫駆除を業者委託にて実施。
「感染症対策マニュアル」あり

　常日頃からスタンダードプリコーションの徹底と施設内の消毒により，感染予防に心掛けてい
ます。また，感染対策委員会を中心に，利用者・外来者への周知と協力の呼びかけ，職員に対
しては，施設内のマニュアルの見直しや年２回の職員への研修を徹底し，自主衛生管理に努め
ていきます。
　発生した場合には状況の把握，有症者への対応，関係・行政機関への連絡等，敏速かつ適切
な対応に努めていきます。
「感染防止対策マニュアル」あり

【職員配置】利用定員数：３０人

【事故防止対策】
　通所介護の提供中に，利用者の心身の状況に異変や緊急事態が生じた場合は，速やかに主
治医或いは協力医療機関に連絡し，適切な措置を講じます。迅速な対応を図るためマニュアル及
び緊急連絡網等の整備や見直しを行います。
　また，日常的な事故防止対策としてヒヤリハット等の報告をあげ，対応及び改善策を検討してい
ます。年２回ヒヤリハット事例の発生時間や場所及び種類等の項目ごとに統計を図り，職員に事
故防止対策への意識向上を図っていきます。
「緊急時対応マニュアル」，「事故防止・発生時の対応指針」あり。

個人情報保護方針及び目的」 情報セキュリティ実施手順」あり。



中央区健康福祉課

１．事業者の概要

２.指定管理者申請
　　　　　　の理由

新潟市老人デイサービスセンター（中央区）　指定管理者事業計画総括表（H24.4～H27.3）

項目

社会福祉法人　坂井輪会 社会福祉法人　新潟市社会福祉協議会

老人デイサービスセンターひばり 老人デイサービスセンター本町

代表者　　      　　　　　理事長　坪谷　誠
設立年月日　　　　　　 平成5年4月28日
指定管理者所在地　  新潟市西区新通4734番地
施設所在地　　　　　　 新潟市中央区窪田町4丁目271番地3
実施事業　　　　　　　　特別養護老人ホーム稲穂の里
　　　　　　　　　　　　　　ケアハウス稲穂の里
　　　　　　　　  　　　　　 配食サービス　　他

代表者　　　　　　　　　　　　会長　関　昭一
設立年月日　　　　　　　　　昭和31年3月29日
指定管理者所在地　　　　 新潟市中央区八千代1丁目3番1号
施設所在地　　　　　　　　  新潟市中央区本町通1番町168番地2
実施事業　　　　　　　　　　 社会福祉を目的とする事業の企画及び実施
　　　　　　　　　　　　　　　　 社会福祉に関する活動への住民の参加のための援助
　　　　　　　　　　　　　　　　 社会福祉を目的とする事業に関する調査・普及・宣伝等
　

【運営の理念及び方針】
　ご利用者の心身の状況やご家族の環境を踏まえ，ケアプランに基づき個別援助計画に従って，
住み慣れたご自宅での生活が継続できるようサービスを提供し支援します。
　利用者の人権を尊重した援助，自立支援を進めていきます。
　介護予防通所介護事業をあわせて実施し，要介護状態とならないよう身体能力の維持に努め
ていきます。

【運営の理念及び方針】
　当施設は，要介護状態等となった場合においてもその利用者が可能な限りその居宅において，
その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう，必要な日常生活上の世話及び
機能訓練を行うことにより，利用者の生活の質の確保及び向上，社会的孤立感の解消，心身機
能の維持向上等を図るとともに，その家族の身体的，精神的負担の軽減を図り，以って介護保険
法並びに関係する厚生労働省令，告示の趣旨及び内容に沿った運営を行う。

【利用者等の要望の把握と業務への反映方法及び苦情への対応方法】
　ケアマネージャーを通じての情報収集や日常的な介護者との情報交換，苦情受付を行っていき
ます。意見書箱を設置しご利用者，家族より意見，要望を集約し運営の改善に活用していきま
す。
　苦情相談窓口，担当者を設定し対応していきます。施設改修が必要な要望についても，利用者
との相談に応じながら，市との協議を進め，改善に努めていきます。
　苦情については寄せられた内容（サービス内容に関する件，職員の対応に関する件，その他）
などについて迅速に対応できるよう体制を整備していきます。改善内容については，業務会議等
を通じて職員に周知して，徹底するよう努めていきます。

【利用者等の要望の把握と業務への反映方法及び苦情への対応方法】
　苦情受付窓口を設置するとともに，苦情解決責任者（法人本部事務局長），苦情担当責任者
（法人本部課長），苦情受付担当者（管理者）を設置し，日常的に利用者からの要望を職員が聴
取し，その際に苦情受付担当者（管理者）へ報告。朝礼及び終礼や職員会議及び家族と連携し
即時対応を図ることを常としており，事業所にて対応に余る内容については，区社協，本部担当
課と協議，上司と相談の上指示を受け本人及び家族へ丁寧に説明するなど解決を図るとともに，
より良いサービスの提供を利用者の声を更に反映させていくべく強化，努力していく。

　平成１０年７月の運営開始以来，在宅サービスの一環としての通所介護サービスの果たす役割
は在宅で過ごされる高齢者の方々にとって切り離せない重要なサービス事業と考え，地域との関
わりを持ちながら，地域の方々の要望にこたえ，いつでも，安心して利用できる施設を目指して運
営をしてまいりました。これからも，これまでの実績に基づき，これまで以上に，在宅サービス利用
者の方々の要望にこたえられるよう努め，地域の在宅介護サービスの充実に貢献していきたいと
考えており，デイサービスセンターひばりの管理運営について申請いたします。

　社会福祉法人　新潟市社会福祉協議会では，高齢者の自立の促進及び生活の改善と孤立感
の解消，身体機能の維持向上を図るとともに職員の資質向上に向けた研修実施，リスクマネージ
メントの手法を用いた利用者の安全確保，地域（自治会，学校，保育園等）との交流及びボラン
ティア，学生等実習生の育成を図り事業の充実に努めてきた。これまでの実績を引き継ぐ当社会
福祉法人新潟市社会福祉協議会では，理論と実践経験豊富な生活相談員他介護職員，看護師
等職員を有しており，現在の事業を更に市及び地域社会に還元する等，充実した内容とすること
が出来ると確信しており，老人デイサービスセンター本町の運営管理について，当社会福祉法人
新潟市社会福祉協議会での実施の旨申請をする。

【平成２４年度収支計画】【平成２４年度収支計画】

【収入】
　介護報酬等　　　　　　　　64,090千円
　その他収入　　　　　　　　　1,184千円
　　　　　　　　　　　　　　計　 65,274千円

【支出】
人件費 48 148千円

【収入】
　介護報酬等　　　　　　　　83,404千円
　その他収入　　　　　　　　　　　20千円
　　　　　　　　　　　　　　計　 83,424千円

【利用者の家族，関係機関及び地域との連携】
　通所時及び帰宅時の送迎の際に，家族との情報交換を行う等の他，連絡帳を使用し利用者の
体調管理及び様々な情報を得て快適なサービスの提供に努める。関係機関とは，主に相談員が
サービス担当者会議やサービス提供票を元にケアマネージャーの作成するケアプランを把握し
サービスの向上に努めていく。また，新規利用の際，その後の利用状況などについて日常的に電
話連絡を行うなど，利用者の状態の把握及びより良いサービスの提供に努める。
　施設で行事を開催する際には，地域（自治会，福祉施設等）と協力し事業を実施していく。また，
避難訓練を実施する際には，併設施設と合同開催し連携を図っていく。

【利用者の家族，関係機関及び地域との連携】
　年２回，生活相談員の訪問を通じて，支援内容に関する意見交換や日常的に居宅介護支援事
業者との情報交換，サービス担当者会議への参加，通所介護での生活状況を詳しく報告し，今後
の利用に役立つ情報提供をしていきます。また，施設利用の必要な場合も出来る限り早めにご家
族，ケアマネージャーと連絡，調整を行いながらご本人の負担にならないような利用方法を提案
するように心がけていきます。利用中の急変についても，医療機関への受診，その結果の報告を
ご家族，ケアマネージャーと密に行いながら，安心したご利用がいただけるよう留意していきま
す。

【環境に配慮した取組】
　節電対策として，不要な電灯の消灯で消費電力の節約に努めていきます（使用電力量15％カッ
ト等）。コピー用紙の両面使用による事務費の節約やアイドリングを止める，法定速度での送迎の
励行など環境に配慮した取組みも行っていきます。

【環境に配慮した取組】
　環境問題については常に意識をし，事業所内で取組める事については職員会議等で検討し職
員へ周知・徹底を図る。施設での取組みとしては，電気をこまめに消すことを実践。エアコンを使
用する際には設定温度を上げる，利用者が快適に過ごせるように職員により温度管理などより良
いサービス提供に努める。
　ごみ減量化についてもリサイクルできるところは再利用を行い環境にやさしい施設に努めてい
る。エコキャップ運動にも取組む。

【支出】
人件費 51 943千円

３．事業計画

職種 職員数 保有資格 勤務形態 職種 職員数 保有資格 勤務形態

施設管理者 1 介護福祉士 常勤・兼務 施設管理者 1 社会福祉士 常勤・兼務

生活相談員 3 社会福祉主事任用資格 常勤・兼務 生活相談員 4
社会福祉士2人

社会福祉主事2人
常勤４人・兼務

看護職員 2 看護師・准看護師 非常勤・兼務 看護職員 3 看護師 常勤・兼務

介護職員 10
介護福祉士6人，社会福
祉主事任用資格2人，

ヘルパー2級2人

常勤6人・非常勤4人
兼務3人

介護職員 9
介護福祉士4人，社会福祉士1人
社会福祉主事1人，ヘルパー2級2

人

常勤7人・非常勤3人
兼務

機能訓練指導員 2 看護師・准看護師 非常勤・兼務 機能訓練指導員 3 看護師 常勤・兼務

５．施設の維持管理

６．衛生管理

８．個人情報の保護

　法人の個人情報保護規定に基づく管理（コンピューターによる管理，文書類は，施錠できる棚で
の管理，通帳，印鑑類は金庫での管理等）を行い，ご利用者に関する個人情報の保護に十分留
意していきます。また，年１回，個人情報の保護に関する研修会を設けて，職員への周知徹底に
努めていきます。

　個人情報の記載されている書類等については，施錠できる場所で保管し廃棄は事務局が適正
な方法で一括して処分する。
　職務上知り得た個人情報については，守秘義務を遵守するよう職員に徹底を図る。当会の職員
になった際に「守秘義務遵守に関する契約書」の取り交わしを行う。
　また，当会では，厚生労働省のガイドラインに基づき，「個人情報保護規定」「コンピュータ情報
システムの運用管理に関する規定」を整備している。職員等従事者に対しては，研修体制を整備
し実施する他，マニュアルを整備するなど周知，徹底を図る。
　メモ等についても，個人情報が記されたものについては，シュレッダー処理を行う。
　職員の個人情報保護の意識を向上するべく，ミーティング等で周知を行っていく。

【職員の資質向上の取組み】
　職員研修については，法人の職員研修員会や，介護研修員会での計画に沿って，ひばりの職
員参加を位置づけていきます。（法人の職員研修は，法人の運営理念や介護保険法等の法律，
制度について，介護研修会では，移乗，体位交換，排せつや食事介助など実際の介護技術等に
ついて）また，口腔ケアの研修には看護職員を派遣する等老施協等の研修会へも参加しながら，
職員の質的向上に努めていきます。
　施設内の研修については，主に介護実習（移動，排泄，入浴，食事介護等）を中心に，介護技
術の向上に努めていきます。

【職員の資質向上の取組み】
　外部派遣研修を含め内部研修（介護関係及び看護系及び疾病等理解，リスクマネージメントの
手法等外部講師を招く場合もあり）を年３回以上実施。
　また，管理者を中心に常態的にOJTを随時実施。管理者のみならず先輩から後輩へ，看護と介
護の連絡体制，連携を密に行い，資質向上からより良いサービスの展開を目指し常に努力，自己
研鑽を怠ることなく事業を展開していく。

　公設民営の施設の為，市と連絡，協議しながら施設の維持，管理を実施（施設の夜間警備，施
設の清掃業務，給湯設備，自動ドアなどの年間メンテナンス）
　施設の修繕はリスク負担表に則り，必要な時に実施するようにしていきます。

　日中の職員勤務中は防犯等に最大限の注意を払い業務を励行する。夜間警備に関しては別途
業務を委託するものとする。消防設備点検について別途業務を委託。
　施設管理について，建物設備他，清掃業務（施設全般及び浴室含む日常清掃，及び定期清掃）
を別途委託。施設外においても職員により草取りやガラス磨き等を実施し常に施設維持管理に努
める。

【災害対策】
　年２回以上の消防・避難訓練（消防訓練，避難訓練，救急蘇生法訓練）を実施します。緊急連絡
網の整備及び職員への周知，自然災害時の避難場所としての飲料水及び食料の確保，保存等，
災害時の体制づくりに努めていきます。

【災害対策】
　防災対策として年2回の実践に即した避難訓練を実施。防炎等震災時の対応等も考慮し，臨機
応変な対応が可能なよう日常的に職員の意識の向上を図る。

　人件費　　　　　　　　　　　48,148千円
　事務費　　　　　　　　　　　  7,910千円
　事業費　　　　　　　　　　　  9,128千円
　その他　　　　　　　　　　　       88千円
　　　　　　　　　　　　　計　　65,274千円

　感染防止について，職員の健康状態の確認，ご利用者の感染既往の確認の基，必要な対策を
行っていきます。インフルエンザの流行時期には，うがい手洗いの励行，椅子，机等の消毒やフ
ロアーの加湿状況にも留意していきます。
　食中毒防止について，保健所指導の基，調理員検便の毎月の実施やうがい手洗いの励行使用
食材の保管等を確実に行っていきます。ノロウイルスやO157による食中毒防止のために原材料
の受入時の検品や調理器具の消毒など調理室の衛生管理に努めていきます。

　施設等における食中毒を予防するために，原材料受入れ及び下処理段階における管理を徹底
し，加熱調理食品については，中心部まで十分加熱し，食中毒菌等を死滅させる。加熱調理後の
食品及び非加熱調理食品の二次感染予防を徹底し，食中毒菌が付着した場合に菌の増殖を防
ぐためにも原材料及び調理後の食品の温度管理を徹底するように周知．徹底を行う。
　食品衛生検査業務（年２回）を別途委託し衛生管理に努めていく。
　当会では，「大量調理施設衛生管理マニュアル」に基づき実施。
　感染症対策として施設は集団で生活をする場のため感染が広がりやすい環境であることを職員
は常に認識しておき，職員が日常から衛生管理に最大限の注意を払うとともに，ベッドカバー類
やタオル，トイレ，洗面所などにおいて汚染時は即時対応をし，利用者の感染症の拡大を防ぐ等
マニュアルを遵守し日常的な対応を図る。

７．緊急時対策

【事故防止対策】
　送迎中の事故防止については，送迎職員が携帯電話を携行しているので，その場より110番通
報して事故処理にあたる様に意思統一していきます。その際，必ず事務所への連絡を密にするよ
うにしていきます。緊急連絡先は，各送迎車両に常備してあります。
　施設利用中の転倒防止や誤嚥による窒息防止等についても，マニュアル化して未然に防止す
るように努めていきます。119番通報の訓練も消防・避難訓練時に行います。

【事故防止対策】
　消防用設備点検保守業務（年2回）を別途委託し，他利用者の転倒等事故発生時，及び送迎時
の安全対策については，緊急時においては緊急連絡網を整備し，区社協，本部上司，担当課で
ある区健康福祉課他，関係機関との連携を図り判断を仰ぐ等のほか，体調の急変など切迫した
状態の場合は，看護師によるバイタル測定他必要な対応を図った上，家族他担当医の指示を仰
ぎ，必要があれば緊急搬送（119番通報）を依頼するなど臨機応変な対応をもって安全を最大限
図る。また，日ごろよりリスクマネージメントを実施し，日常的な事故防止対策としてヒヤリハット等
を随時実施するなど，職員間の意識の向上と事故防止対策を図る体制整備を行う。
「事故の発生等緊急時の対応に関するマニュアル」あり。

人件費 　　　　　　　　　　 51,943千円
　事務費　　　　　　　　　　　 　　147千円
　事業費　　　　　　　　　　　 23,648千円
　その他　　　　　　　　　　　 　7,686千円
　　　　　　　　　　　　　計　　 83,424千円

４．人員計画

【職員配置】利用定員数：３０人 【職員配置】利用定員数：３０人（一般型：２５人，認知症対応型：５人）
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